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道路・橋梁
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2.斜面の崩壊を検討する意義

3.斜面の崩壊を予測するための手法

4.今後の斜面の崩壊予測手法に対する提言

5.橋の落橋を予測するための手法

6.結び 国井隆弘*

要 約

道路と橋梁の地震災害想定技法に関するこれまでの研究，および各方面から出されてき

た報告書について，その流れおよび背景にある考え方を取りまとめている。この中から都

市に関連する同技法の成果をふまえて，今後の望まれる方向性について言及している。橋

梁に関しては最近神奈川県から出された報告書が十分に評価できる事，および道路に関し

ては，これまであまり検討されていない道路に沿った斜面の崩落土石が交通の機能維持上

問題がある事，を提言している O この後者については，常時微動観測による方法がこれま

での方法に加え得る事をやや具体的な事例をあげて説明している。

1.序論

橋は道路の 1部であるが土木構造物の中では特

に重要な構造物の 1っと考えられている。橋は古

くから橋梁という名称が付けられているが，工学

の分野では最近，梁を取り去り，橋梁工学から橋

工学に変更しようとする動きがある。本報告では

この動きにのり「橋」の言葉を用いる。

橋の力学を工学的に理解できる技術者は他の土

木構造物をほとんど取り扱えると言われてきてい

る。すなわち橋は土木工学における構造学の理論

の集体系であり，各種の土木構造物の構造安全性

を検討する上で規範として評価し得る構造物であ

ると考えられる。実際に地震の時に橋が被害を受

け，たとえば落橋した場合，意外と遠回りしない

と目的地にいたらない事がよくある。この「意外
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と」が重要であり，地震時における火災を含めた

避難あるいは救急救援活動等が十分に行なわれる

ためには必ず落橋は避けたい事項である(国井，

1989 a )。

橋の地震被害は最悪の場合橋が落下する落橋で

あるがその以前に落橋寸前および主げた(主構)

あるいは部材の 1部破損，そして軽微な場合，橋

のアプローチ部道路の亀裂沈下等がこれまでの調

査から確認されている O これらの経験が準法律的

な「耐震設計法=道路橋耐震設計示方書」に導入

されており(日本道路協会， 1980)，現在

① 震度法

② 修正震度法

③ 動的解析法(応答スベクトル法および時刻

歴応答解析法)

が確立されている。最近さらに修正が考案されて



52 総合都市研究第38号 1989

おり本稿が印刷される時期には修正案が日本道路

協会から出版されている予定である。海外の地震

国においては①のみあるいは 1部②を導入してい

る程度であり，この意味ではわが国は十分に耐震

問題を配慮していると言える O サンフランシスコ

での地震 (1989年10月)におけるフリーウェイ等

の被害は，その原因の 1つが設計震度の値が日本

における値の1/3-1/4程度しか設定していなかっ

た事によるものと想定される(土木学会耐震工学

委員会， 1989)。

以上述べた如く橋に関しては防災上十分な配慮

が行なわれている現状である。特に落橋の問題で

は落橋防止装置が10数年前から開発されており，

都市部においては各種の防止装置がたとえば首都

高速道路等に設置されている O また環状線などの

主要幹線道路においても同様である。さらに橋の

安全性を検討するための手法が確立されてもいる

(東京都防災会議， 1978)。この手法は東京都内

の橋のみならず，関東の首都圏の各自治体が管理

する橋にも適用されており，この手法によって安

全性が認められない橋は避難道路に関連するもの

から順次架け替えが実施されている O したがって

現状においては橋の落橋問題は一応解決されてい

ると考えられる。

道路にかかわる他の跨道橋(陸橋)としては歩

道橋が考えられる。歩道橋を大別すると鋼橋とコ

ンクリート橋からなるが，荷重として人間だけを

対象としているため通常は軽構造となり地震に対

しては本来安全な施設であると考えられる。しか

しながら歩道橋が落橋した場合，その影響は道路

の機能低下をもたらし非常に大きな問題となる。

コンクリート歩道橋は一般に数は少ないが，その

景観から好まれている O ところが軽構造ではなく

また簡易な構造システムである事から地震に対し

てはかなりの危険性を持っていると言える。

地震時における道路の機能を考えた場合，橋と

共に路面への落下物あるいは走行および駐車自動

車等が想定される O この問題は重要であるが橋に

比較すればあまり具体的な検討および対策が進ん

ではいない様である。今後の大きな課題の 1つで

ある。

古来，特別な場合を除き都市は平低地に形成さ

れてきている。都市部の道路はこのため必ずしも

良い地盤上に建設されてはいない。特に最近の急

激な地域開発のためE陵部および埋立地に建設さ

れる道路の割合が増加している。地震被害の経験

から盛土地盤等の人工的地盤のもとに造られた道

路の脆弱性がよくヲ!き合いに出される。この場合

よく締め固められていない地盤上の路盤の亀裂あ

るいは不等沈下などが目立つO いわゆる液状化あ

るいは地滑り的な原因による路面の波打ち現象で

ある。これらが軟弱な地盤上では十分に予測され

るが，工学的な立場から考えると避け得ないもの

と判断される。すなわち軟弱な地盤上の道路はも

ともと地震には弱いものでありこれを十分な耐震

性を持つ様に考案するのは可能ではあるが経済的

に得策ではないと考える O むしろ地震後の復旧が

大事であり，道路は比較的復旧し易い構造である

と判断される。土木工学では類似した考えで建設

される施設が少なくない。たとえば重要でない港

湾の施設，浸水による人的な影響が少ないと考え

られる河川堤防あるいは小規模なダム等である。

したがって都市部の道路においては前述した避難

および救急救援活動という道路の機能を地震時に

損なう場合が重要であろう。

以上の観点から本論文では道路に沿う斜面の崩

壊を主要な論点としたい。都市に被害をもたらし

た最近の地震である1978年の宮城県沖地震におい

ては斜面の崩壊が道路のみならず，道路の下に埋

設されているガス・水道管に甚大な被害を引き起

こした。なお，橋の被害の想定技法についてもそ

の手法を言及する。

2.斜面の崩壊を検討する意義

ここで取り扱う斜面とは，都市部に見られる人

工的ながけ・擁壁である。したがって山岳部にあ

る大規模な斜面ではなく せいぜい高さが10m程

度以下のものを対象とする O

前述した様に， li陵地に都市化が進みいわゆる

高台に宅地が急激に造成されている。大河川およ

び中小河川が形成した緩斜面は切り盛りが行なわ
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れて階段状の平地に整地される。住宅と共に道路

が建設され，道路に沿った斜面が人工的に造られ

る。しかしこの様な斜面は必ずしも最近造成され

た地域に集中しているわけではない。平定地と思

われてる都市部にもかなり多く存在する。東京区

部には，崩壊の危険性を持つと思われる高さが

3m以上でかつ30度以上の傾斜の斜面に限定しで

も2万2千件余もある(東京都防災会議， 1973)。

さらにこれらは住宅に隣接した斜面に限られてい

る。たとえば学校の運動場が道路と斜面を界しで

あれば，この斜面はこの数字に含まれないわけで

ありほとんどの宅地が道路に面している事を考え

れば，道路に沿った斜面は同程度以上の件数であ

ると予想される。なお前述した斜面1件は大概1

住宅に対応しており斜面の長さは平均すれば10m

程度である。したがって区部でも 2-3百kmの延

長に及ぶ斜面が道路に面している事になる。

1923年の関東大地震では，現在の区部の面積か

それ以下に相当する当時の東京市内および郡部で

約520件の斜面の崩壊が報告されている(震災予

防調査会， 1925)。これらは当時の全斜面件数の

約5%であると予想されている(東京都防災会議，

1973)。したがって区部においてもし同程度の割

合で斜面が崩壊すると仮定すれば，その件数は千

余件，延長10km以上となる O

斜面の崩壊は斜面上の道路では道路の機能損失

そのものを引き起こす。また斜面下の道路におい

ては崩壊土石が路面上に拡がり，これらが何らか

の形で除去されない期間 自動車等の交通に支障

をきたす。特に斜面の 8割以上を占める擁壁は大

半が石積みである事から，この崩壊により擁壁の

石の除去が必要となる。擁壁の石は各種からなる

が約 5割は大谷石と間知石で築造されている実態

(東京都防災会議， 1973)を考えると 1つの重

さが百kg以上もの石塊の除去となり，人力による

短期間の作業で可能なものではない。実際に1978

年の伊豆大島近海地震では約 2千3百件の道路に

沿った斜面の被害があり，道路上への崩落がほぼ

半数であったが(国井他， 1980)この土石の除去

作業がなかなか進まないため国道で数日，主要地

方道で約 1箇月もの問自動車の通行が不可能と

なった道路が生じた。この様に，道路の機能維持

を検討する場合，斜面崩壊が重要な課題の 1つで

ある。

3.斜面の崩壊を予測するための手法

これまで具体的に対象地域を定め，斜面の崩壊

予測を実際に行なった例として以下の事例が知ら

れている。

①『地震時の崖・擁壁の崩壊予測に関する調

査j東京都防災会議，田治米・他， 1973 

②『松戸市都市防災(地震)に関する調査報告

書』松戸市，川名・他， 1976 

③『地震時の崖・擁壁の崩壊予測に関する調査

(三多摩地区)j東京都防災会議，田治米・

他， 1977 

④『市川市総合防災基礎調査報告書J市川市，
川名・他， 1978 

⑤『東京区部における地震被害の想定に関する

報告書』東京都防災会議，和達・他， 1978 

⑥『神奈川県地震被害想定調査報告書(危険要

因)j神奈川県，松村・他， 1986 

これらの調査および報告書の作成には，都市研究

センターの望月専任研究員を中心に，松田兼任研

究員および筆者が関与している。①が手法の検討

を始めた最初の成果であるが，その前に

⑦『建築物に関する特別区内のがけ及ぴ擁壁実

態調査報告書』東京都首都整備局，中野・他，

1971 

が実施されている。すなわち⑦によって実態調査

結果が得られ，その資料をもとに崩壊予測のため

の手法が検討された。その基本的な考え方は，斜

面に調査員が直接に対面して崩壊の危険度にかか

わる調査項目を調べる事から始まる。この作業は

過多とも思われる労力を要している。次に斜面を

がけと擁壁に分類し危険度要因ごとの重み点数法

を用いた統計処理を行なっているO またがけにお

いては土質力学に基づく円弧滑りの検討を加え，

危険度ポテンシャルとして評価している。同時に

振動台を用いたがけの模型実験を実施して崩落土

の拡がりを調べて崩落土の影響範囲を明かにして
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いる。これらにより道路の崩壊予測手法の骨組み

がほぼ確立された。

②はこの手法をそのまま適用している O ③にお

いては①にいくつかの修正を加えている O その基

本的な内容の 1つは統計処理手段に数量化理論を

導入し 1類および2類について雨の時の崩壊の

凡例

瞳盟側モード l
{表層の風化層が崩思しやすい区取)

庁"'V'VlJD1懐モード E
しょムJ (火山噴出物が捌漉しやすい区成)

匡雪崩犠←ドE
p字国結堆積岩や火山灰層が崩綾
しやすい区蟻)

第38号 1989 

情報が検討された。④は②と同様に③の成果を他

の地域に適用したものである O

⑤は「東京都震災予防条例第17条」に基づく地

域危険度の区部の最初の測定である。ここでも考

え方は③を踏襲しているが，建築物に及ぼす影響

を総合的な見地から検討している。⑥は1978年に

E2J~峻モード W
{台地縁辺の段丘准積物や関東ロー
ム庖が麟峨しやすい区Iま)

盤麹脚モードVu告すべりがおこりやすい区減}

亡コ低地
(JD1 峨なし)

O lOkm 

図1 神奈川県内の崩壊モード分布(⑥による)
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表1 斜面の崩壊モードの分類(⑥による)

崩壊モード 地 形 地 質 崩壊の種類 1923年関東大地震の事例

I 
起伏の大きな 緑色凝灰岩 表層崩壊
山地斜面 石英閃緑岩など 落石

火山斜面及び 箱根火山噴出物 表層崩壊
E 開析谷斜面 など 落石

岩屑、流

皿
標高30-50m 新第三紀層の堆 表層崩壊
の丘陵斜面 積岩類 崖くずれ

標高 20- 関東口々ム層 表層崩壊
N 150m台地・ 段丘堆積物 崖くずれ
段丘緑辺斜面

丘陵地や火山 新第三紀層 地すべり
V 斜面 温泉変質した火

山岩

制定された「大規模地震対策特別措置法」の指定

を受けて神奈川県が実施したものである O 神奈川

県のほほ全域を対象とするため，実態調査の内容

は前述の都区部等に比較してやや粗いものの崩壊

危険度の予測手法にさらに修正補足が加えられた。

数量化2類を用いる点で③と同じであるが 5種

類からなる崩壊モードの設定が主たる補足点であ

る。その具体的な形態および神奈川県の例を表1

と図1に示す。

丹沢山地(津久井町，清川村，秦野市など)の山
腹の崩壊。

箱根(早川上流，須雲川上流)での表層崩壊，落
石。根府川の山津波。

三浦半島(横須賀市，逗子市，葉山町)，大磯丘
陵での表層崩壊，崖くずれ。

横浜市，三浦市での表層崩壊，崖くずれ。

特になし。

、、
¥、

ESTIMATED NATURAL GROUND ¥ 
ー一一一J ¥ 

¥ 

(a) 断面図

測点番号

、、1

4.今後の斜面の崩壊予測手法に対する
提言

10 9 8 7 6 5 4 3 2 1 

前節3.で崩壊予測手法に関するこれまでの背

景を述べた。今後においても，たとえば⑥の様な

最新の手法が用いられる事に大きな問題はないが，

ここにこれまでとは全く異なる手法を提言したい

(国井， 1989 b)。それは常時微動を採用する

手段である O 常時微動の本質にかかわる問題点は

多く残されている O しかしながらこれまでの手法

が全て調査資料に基づいた数値統計解析であり

「実際の斜面の動き」を取り扱ってはいない。こ

のあたりでそろそろ地震観測を含めた斜面の実挙

動の把握が議論されてもよいと思われる。つまり

常に結果を求められ続け，これまでの机上の検討

に偏りがちであった状態から，現場におけるハー

|←一一一 1mx8=8m一一一→| 。
(b) 微動計設置番号

図2 調査盛土地盤の断面図および微動計設置位置

ドな検討に対して腰を落ち着けて取り組む研究が

必要と思われる。

本節では筆者および共同研究者がこれまで行

なってきた常時微動に関する研究のうち，斜面の

常時微動についての成果の概要を述べ，この方法

が本特集のデ←マに十分採用され得る事を説明し

たい。図2は今回測定対象とした擁壁である。東
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擁壁天端と隣接盛土地盤のスペク卜ルの比較
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FREQUENCY (Hz) 

上下地山のスペクトルの比較

5 。

図4

たい。

図5には常時微動波形の一例を，図 6，図 7に

それぞれこの波形から求められたスベクトルおよ

びその比すなわち応答倍率を示す。図7から 1

部が盛土からなるこの斜面が1自由度系として取

り扱える事が判断できる。斜面の規模が大きくな

れば，自由度が増し多自由度系で取り扱う必要が

あるが，そのための困難性は生じない。常時微動

の観測は，前述した様に誰でもが実行できる事に

特慣を持つが，同時に観測および解析システムと

図3

京都内のどこにでもある平均的な斜面の 1つであ

ろう。図3と図4はそれぞれ上下地山，および擁

壁天端と隣接盛土地盤での常時微動の確認である。

共に取り扱えるに十分な情報を示していると言え

る。そこで斜面の盛土部分を構造物と見なし，構

造物において通常よく行なわれる解析を進める。

これらの測定および実験の流れは特別な技術を持

つ者だけが可能で、あるわけではなく，ごく普通の

たとえば都の土木職の方々がルーチンワークとし

てプログラムに沿って行なえる事であるを強調し
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して一式用意しておけばかなりの短時間で実行可

能な事にも利点を持つ。たとえば本観測は試行錯

誤のためほぽ1日を要したが，本実験には準備か

ら後かたずけまで30分あれば十分である。した

がってワゴン車1台および2，3人の調査員で，

前述した実態調査と同程度の労力で2万件の斜面

の常時微動観測が実施できる観測隊1チームがで

き上がる。図8は1自由度系モデルによって観測

された常時微動波形の再現を試みた結果である。

かなり良い再現性を示していると考えられる。ま

た1例として地震波入力による応答解析を同図で

試みているが，かなり多くの情報が応答結果から

得られると思われる。

本論文では常時微動を用いた手法を提言した。

地盤での常時微動が持つ色々な問題点が十分解決

されていない事も確かである(国井， 1982)。し

かし建築あるいは土木構造物での有用性はこれま

で古くから確かめられている。斜面は丁度この両

者の中間的なものであると言える。また斜面の常

H手微動観測はこれまであまり検討されていない様

である。今後さらにいくつかの条件の異なる斜面

について観測解析を進めていきたい。

57 梁橋路国井:道

調t点O
一一測点2

M
H
凸
己
'
口
、
】
内
向
冨
〈

10 

FREQUENCY (Hz) 

地山と盛土地盤のスペクトル

5 

図6

O 

a

n

τ

q

a

ワ

臼

司

i

出
(
)
ド

υ〈'出
zo-H〈
υ-L-z。
〈
冨

序論ですでに述べたが，落橋に焦点を絞った予

20測手法はほぼ確立されており，この手法に基づい

て危険性の高いと判定された橋は架け替えが進め

られている。この様にすみやかに防災対策が行な

われるのは，橋は鉄道および特別なものを除きそ

5.橋の落橋を予測するための手法
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の所有者が国あるいは自治体，公団公社であるた

めと思われる O

都市に被害をもたらした1978年の宮城県沖地震

では 1橋が落橋して，建設中の東北新幹線を含め

百余橋が被害をうけている。落橋した橋は，老朽

化のため架け替えが予定されていたものである。

被害はこの様に老朽化した橋で，地盤条件の悪い

所に位置した橋に多くみられたが，特に支承部お

よびその周辺，橋脚橋台の一部破損の被害が多

かった。このため数橋で点検修復が必要となり，

数日の交通止めがあったものの都市交通の機能が

低下する程の影響は見られなかった。

一方1983年の日本海中部地震では，宮城県沖地

震よりは橋の被害は少なかったが，やはり地盤条

件の悪い橋における橋台裏の道路の盛土の沈下に

よる被害のため数橋が1時交通止めをひき起こし

た。

最近のこの 2つの地震被害および前述の落橋に

対する防災の現状を考えると，橋は被害をうけた

後にその機能を出来るだけ早く回復する事が重要

であると思われる O このためには平常時における

維持管理体勢が十分に機能されている事，および

地震の後のすみやかな点検，修復体勢が準備され

ている事が必要である。特に後者においては橋台

裏の道路の盛土の沈下に注目すべきである O

橋の落橋に対して最初に「耐震性判定基準Jを
考案したのは久保を中心とした検討グループの研

究である。その成果が修復実施の方法として

①『東京区部における地震被害の想定に関する

報告書』東京都防災会議，和達・他， 1978 

表2 数量化I理論による解析結果

項 目 範 晴 重み係数
νγ ジ

J 名 物t k 名 称 、，Vjk
2 種

地 盤 2 3 種 1. 36 1.86 

3 4 種 1. 60 

液 状
1 無

2 化 2.01 
2 有 2.01 

桁 構
ア ーチ

3 造 3.00 
2 単純・ゲルパー 3.00 

支
1 普 通

4 t支 1. 15 
2 M . M 1. 15 

三5m
5 橋台・橋脚の高さ 2 5 --10 m 1. 72 1.72 

3 二と 10m 1. 68 

1 
径6 間 数 1. 75 

2 ':>2 1. 75 

三 1.4m 
7 天 端 幅 1. 25 

2 > 1. 4 m 0.80 

1 V 

8 震 度 階 2 W 2.41 2. 64 

3 河 2. 64 

パイルベント O. 15 

9 基 礎 工 2 杭 O. 11 1. 36 

3 一位ケーソン 0.11 

一一一一一一
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表3 上部構造の落下に重点をおいた橋梁の耐震性判定基準

項 目 範 鴎 重み係数 備 考

種 O. 5 

2 種 1.0 地盤種別は「道路橋耐震設計指針J
地 盤

3 種 1.5 4. 3.(2)の区分による

4 種 1.8 

無 1.0 

液 状 化 おそれあり 1.5 「道路橋耐震設計指針J3.7.による。

有 2.0 

アーチ・ラーメン 1.0 

桁 構 造 連 続 桁 2.0 

単純・ゲルパー 3.0 

落下防止あり O. 6 ゲルパーに添接があれば落下防止。

支 承 普 通 1.0 :MMは同一橋脚上の 2つの可動支承

M . M 1. 15 の意味。

三二 5 m 1.0 

橋台・橋脚の高さ
高さは橋台・橋脚の地表面高の最大

5 ~ 10 町 補間値

> 
値

10 m 1.7 

一 1 1.0 連続桁は 1連が1径問。ゲルパーは吊
径 間 数

> 2 1. 75 りスパン、アンカーアームスパンの和。

広い(A/s~ 1 ) O. 8 A=実匝雄、 s=f道耐震J5.2.2. 

狭い(ん/sく1) 1.2 の値
天 端 傾

D~l ゲ Jレパ} O. 8 A=実距離、 D=A/60(地盤 1-

のかけ違い D<l  1.2 3種)、 D=A/70(地盤 4種)

5 1.0 

5. 5 1.7 

震 度 階 6 2. 4 

6. 5 3.0 

7 3.5 

基 礎
イルベント以外 1.0 摩銀杭など切らかに弱体なものは

工
パイルベント 1.4 1.4とする。

レンガ・無筋コンクリート 1.4 
橋台・橋脚の材料

上 記 以 外 1.0 
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図9 判定基準による過去の震害橋の推定震害度

に示された。この検討グループは関東を中心に約

10名であり筆者も参加している。表2の解析の成

果，表3に判定基準，図9に解析に用いた資料の

解析結果を示す。ほぼ同時期に関西でも同様な検

討グループにより

②『地震時における京都市域橋梁の被害想定J
京都市防災会議， 1972 

③『大阪市域橋梁耐震性調査報告書』大阪市防

災会議， 1973 

が出されている O 両者の内容の比較にはここでは

言及しない。実は①が印刷物となる 3年程前に検

討グループは判定基準を取りまとめていた。その

きっかけとなったのは

④『地震に関する地域危険度測定調査報告書J
東京都， 1973 

であり，ここで筆者が橋の耐震性診断に重み点数

法を導入している。関東では①が適用されている

事は前述したが，最近神奈川県が次の報告書をま

とめている。

⑤『神奈川県地震被害想定調査報告書(道路・

橋梁等).1神奈川県，久保・他， 1986 

ここでは①とほぼ同じ考えに基づくもので， 1979 

年の建設省都市局による「耐震点検調査書作成要

領」を基本に， 日本道路協会(1979)が考案した

耐震性評価法を r1次評価」として用いている。
表4に必要な場合に作成される調査票を示す。さ

らに， r 2次評価」として耐震性の低いと判定さ
れた橋の中から数橋を選び出し，川崎市土木局防

災対策室(1984)が提案したデルファイ法を適用

している所に特徴がある。デルファイ法は面と向

かい合った討議を避け，一連の工夫されたアン

ケートにより専門家の意見を集約していく方法で
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表4 橋梁耐震調査表

橋 名 橋梁番号 |調査年月|昭和 年 月 日

路線名 路線種別 第1次第2次補助 1')/7番号
橋 長 m 申国 員 m I昨点検の有無 あり，なし

占 検 項 目

1 適 用 耳主 方 書 2.0 大正15年細則 昭和14年道示 1.5 昭和39年道示 1.0 昭和45年道示

A ゲル川一桁2径 1径間単純支持 上路・中路アーチ

2 上 部 f轟 造 形 式 3.0 間以上の単純支持 1.5 (l5m以上) 1.0 ラーメン・ 1遠の

上
2連以上の連続桁 連続桁，斜張橋，吊橋

3 平 面 線 売予 1.2 斜橋・曲線橋 1.0 直橋

部
4 上 音日 構 造 材 料 1.2 R C . P C 1.0 銅

工 5 縦 断 勾 西日 1.2 6 %以上 1.0 6 %未満

橋
6 落 橋 防 止 構 造 2.0 なし 1.0 1種類以上

PA=lX2X3X4X5X6 PA= 

7 下 部 構 造 型 式 2.0 パイルベント 1.0 その{由

梁
B 
8 橋 脚 高 さ 2.0 10m以上 1.5 5 m以上10m未満 1.0 5 m未満

一下 9 地 盤 2.5 4種 2.0 3 t重 1.5 2種 l目。 1種
部
10 流 動 イヒ エ.0凡、σ〉 れ 2.0 あり 1.0 なし

工

。コ 11 極 軟 ~fj 地 盤 2.0 4種地盤のうち極軟弱な地盤 1.0 その他
の

治~ミ」
12 支 持 地 盤 1.2 不均一 1.0 均一

背5

13 洗 掘 1.5 あり 1.0 なし

P B = 7 X 8 X 9 XlOX11X12X13 PB= 
占

14 固定支承及び支承周辺の変状 5.0 重大な欠陥あり 2.0 軽微なもの 1.0 なL

15 躯 体 の 異 常 5.0 重大な欠陥あり 2.0 軽微なもの 1.0 なし

C 大正15年細目。，昭和14年道示に PC.RC ・銅，昭和31年道示以

検
下 16 下 部 構 造 材 料 2.0 よる鉦筋コンクリート(重力式 1.0 後の道示による無筋コンクリート

部 橋台を除く) -無筋重力式橋台

工
昭和46年指針以降製造

の
木杭・レンガ積ケ

既製PC杭

5車 17 基 礎 2.0 一ソン・石積ケ1.5 ペデスタル杭
のもの・場所打杭・ P

工 法
1.0 C杭・掘杭・直接基礎

度
ソン・箱枠工法・

2脚ケーソン
-一般ケーソン不明

変 18 下 部 構 )査 % 式 1.5 P Cラーメン 1.0 その他

状
19 基 礎 異 丹市 2.0 あり 1.0 なしの

20 流 動 化 σフ ~ 、 れ 2.0 あり 1.0 なし

21 極 軟 ~fj 地 盤 2.0 4種地盤のうち極軟弱な地盤 1.0 その他

P C =14X15X16X17X18X19X20X21 PC= 

評 価 占 X=PAXPB=仁三コ y=PC=仁二コ

備考
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ある。この方法は 引用文献

1 )参加者が心理的に牽制しあって自由な討議 川崎市土木局防災対策室

が行なわれにくい。 1984 1橋梁の耐震性評価手法調査」。

2 )いったん述べた意見を，人前では変更しに 国井隆弘・荏本孝久

くい。

3 )有力者の意見については反論しにくい。

という委員会などで行なわれる集団討論方式の欠

点を改良するために提案された方法である。この

様な方法が必要とされるほどに橋の耐震性の判断

には微妙な意見の差異がみられる。以上述べてき

たこれまでの背景から今後はこの神奈川県での方

法が有力であろう。

6.結び

道路と橋梁のこれまでの地震災害想定技法に関

する流れを紹介して，都市にかかわる技法として

考えられる判断を記した。以下にそのまとめを簡

単に列記する。

1 )道路構造の耐震性の土木工学における考え

方を示し，交通機能の維持が大事であること

から，道路に沿った斜面の崩落土石の問題に

いまだ検討の余地が残されている事を明かに

した。

2 )都市部の斜面に関する地震災害想定技法に

関するこれまでの研究の流れを説明した。

3 )都市部の斜面に関する地震災害想定技法の

1つとして常時微動観測による方法を提案し，

その可能性について検討例をしめした。

4 )橋梁の地震災害想定技法に関するこれまで

の研究の流れを説明して，今後の方向性につ

いての意見を述べた。

1980 11978年伊豆大島近海地震における道路斜面

の被害に関するこ・三の検討Jr総合都市研
究』第11号。

国井隆弘
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1978 r東京区部における地震被害の想定に関する
報告書J第3編第3章[橋梁の被害j。

土木学会耐震工学委員会

1989 1ロマ・プリータ地震報告書」。

日本道路協会
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This paper treats the technical estimation of earthquake damage to roads and bridges. The significance of such 

life line system damage and its effects on the evaluation after the disaster are discussed. 

1. Earthquake resistant characteristics of roads 

In urban regions， the loss of faculty is the main problem， since e.g. slope collapse alongside roads severely affects 

evacuatlOn 

When slopes down from the roads collapse. the entire faculty is practically lost. If slopes up from the road collapse， 

falling stones and soil will also close the road to traffic needed for various postdisaster activities， such as fire-fighting， 

urgent rescue operations， or the delivery of goods. 

Close to 300k∞of Tokyo's roads run along slopes over 3 m high， with an angle of over 30 degrees. Out of these， about 

10km are prone to collapse. In 1973， an investigation by the Tokyo Disaster Prevention Conference revealed that 

oV.er twenty-two thousand dwelling houses could be affected by slope collapses. Most of the slopes have a natural 

subsurface covered with stone masonry. 

While several methods of slope collapse estimation are valid， a method bas巴don micro-tremors， used in the study 

of aseismicity of fill-up pground， is proposed for exemining a great variety of slopes. This method， which makes col 

lapse estimation easy， is validated by analysis of response calculation (with one degree freedom) 

2. Earthquake resistant characteristics of bridges 

The method described in the Kanagawa prefecture report introducing the Delphi opinionnaire is seen as one of the 

most reliable regarding earthquake resistance criteria目

The 1978 Tokyo Disaster Prevention Conference reported on a method for estimating the collapse of bridges based 

on quantification analysis. From nine bridges that collapsed under strong earthquake vibration， five bridges that 

nearly collapsed and many other bridges in J apan that resisted collapse， the following criteria for collapse were 

obtained: 

a ) Ground condition 

b) liquefaction 

c ) structural system of main girder 

d) support 

e ) height of p附 andabutment 

f ) number of spans 

g) crown width 

h) intensity scale 

i ) foundat聞 Istructure. 

The Kanagawa prefecture report mentioned above partially covers these criteria. 




